
為替週間展望＝ドル円はもみ合いながら緩やかに上昇か

　　　　　　　　　　［６月２６日からの１週間の展望］

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

　　　週間高低（カッコ内は日）　　　　　　    6 月 19 日～ 6 月 23 日

　　　　　　　始　値　　高　値　　  　安　値　     終　値　 前週比

ドル・円　　  141.72   143.44(23)    141.21(20)    143.34   +1.52

ユーロ・ドル  1.0937   1.1012(22)    1.0893(20)    1.0922   -0.0015

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

国内株・金利／米国株・金利

                   終　値　　前週末比　　　　 　　　　   　 終　値　 前週末比

日経平均株価    32,781.54     -924.54     日本10年債利回り   0.373   -0.039

ダウ平均株価    33,946.71     -352.41     米10年債利回り     3.795   +0.033

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

＜来週の主要経済統計等＞

２６日　日銀金融政策決定会合における主な意見（６月１５・１６日分）

　　　　独６月ｉｆｏ景況感指数

　　　　欧州中央銀行（ＥＣＢ）フォーラム（２８日まで）

２７日　日本４月景気動向指数改定値

　　　　カナダ５月消費者物価指数

　　　　米５月耐久財受注速報値

　　　　米４月Ｓ＆Ｐケースシラー住宅価格指数、米４月住宅価格指数

　　　　米６月消費者信頼感指数、米５月新築住宅販売件数

　　　　ＥＣＢフォーラム（２日目）　ラガルドＥＣＢ総裁講演

２８日　豪５月消費者物価指数

　　　　ＥＣＢフォーラム（最終日）

　　　　植田日銀総裁、ＦＲＢ議長、ＥＣＢ総裁、英中銀総裁がパネル討論会に参加

２９日　日本５月小売業販売額

　　　　豪５月小売売上高

　　　　独６月消費者物価指数

　　　　米第１四半期ＧＤＰ確報値、米新規失業保険申請件数

３０日　日本５月雇用統計、日本５月有効求人倍率

　　　　日本５月鉱工業生産指数

　　　　中国６月製造業ＰＭＩ・サービス業ＰＭＩ

　　　　英第１四半期ＧＤＰ確報値

　　　　スイス５月小売売上高、スイス６月ＫＯＦ先行指数

　　　　独６月雇用統計

　　　　ユーロ圏５月雇用統計、ユーロ圏６月消費者物価指数

　　　　米５月個人所得・個人支出、米５月個人消費支出（ＰＣＥ）デフレータ

　　　　米６月シカゴ購買部協会景気指数

　　　　米６月ミシガン大学消費者信頼感指数確報値

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

【前回のレビュー】ＦＲＢによる利上げ継続姿勢はドルの下支え要因となるが、欧州中

央銀行（ＥＣＢ）が利上げ継続に前向きで、ドルは対ユーロで上値を伸ばしにくい。日

銀による緩和策の継続は円売り要因となるが、一段の円安進行は日本の金融当局による

ドル売り円買い介入が警戒される。こうした中、ドル円はもみ合いながらも底固く推移

するとした。

　　　　

【ドル円、クロス円、ユーロドルは上昇傾向】

　ドル円は１４３円台まで上値を伸ばしてきた。ユーロドル、ユーロ円、ポンド円は上

昇傾向にあるものの、ポンドドル、ポンド円、豪ドル／ドル、豪ドル円は伸び悩みを見

せている。ポンドや豪ドルはこれまでの上昇が急だったこともあり、利益確定の売りが
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出やすく、上昇一服となっている。

　　

　米連邦準備制度理事会（ＦＲＢ）、欧州中央銀行（ＥＣＢ）は利上げ継続姿勢を見せ

ている。英国ではインフレ率の高止まりから、英中銀（ＢＯＥ）は２２日の英金融政策

委員会（ＭＰＣ）で０．５％の大幅利上げを実施、さらに年内複数回の利上げが見込ま

れている。一方で、日銀は金融緩和姿勢を継続しており、ドル円やクロス円は全般に上

値を伸ばしてきた。日本と各国中銀のスタンスの違いが外貨買い／円売りの動きにつな

がっている。

　　

　６月のＦＯＭＣでは、メンバーによる政策金利見通しで、ＦＲＢは年内にあと２回の

利上げに動くとの見方が示された。ただ、市場関係者の間では２回の利上げを疑問視す

る声も根強い。一方でＥＣＢやＢＯＥは利上げ継続に前向きとみられ、ユーロやポンド

はドルに対して相対的に堅調な流れを見せてきた。

　　

　２１日のパウエルＦＲＢ議長の議会証言では、年内の追加利上げを示唆した。「ＦＯ

ＭＣメンバーのほぼ全員が一段の利上げが必要と予想している」と述べた。また、利上

げの見送りにより、さらに情報を見極めるとの考えを強調した。さらに「利上げのスピ

ードは重要でない」として、緩やかな利上げを示唆した。

　　

　パウエル議長は２２日の議会証言でも「ＦＯＭＣメンバーの大半が年末までにあと２

回の利上げを見込んでいる」などと発言した。同日にＦＲＢのボウマン理事が「インフ

レ率を２％まで低下させるために一段の利上げが必要」などと述べた。パウエル議長や

ボウマン理事の発言を受けて、金融引き締めが長期化するとの見方から、ドル買いの動

きとなって、ドル円は１４３円台前半まで上昇した。

　　

　ＣＭＥ　ＦＥＤウォッチでは、７月のＦＯＭＣでの政策金利の据え置き確率が２３％

前後、０．２５％の利上げ確率は７７％前後となっている。経済データ次第ながらも、

市場では７月のＦＯＭＣでの利上げを予想する向きが依然として多い。

　　

　今後の注目材用としては、３０日の米５月個人消費支出（ＰＣＥ）デフレータの結果

が注目される。前年比やコア前年比で予想から上振れするようだと、利上げ継続姿勢が

再確認されてドルの下値を支える要因となろう。

　　

　ＦＲＢによる利上げは継続される見通しながら、緩やかなペースでの利上げが見込ま

れる。一方で日銀による緩和姿勢の継続で円は売りに押されやすいとみられる。一段の

円安進行は日本の金融当局によるドル売り円買い介入が警戒されて、急速な円売りを抑

える要因となる。こうした中、ドル円はもみ合いながら緩やかに上昇する展開が見込ま

れる。ドル円の目先の予想レンジは、１４１．００～１４５．００円。

　　

　上記以外の今後の日米の経済指標やイベントとしては、２７日に日本４月景気動向指

数改定値、米５月耐久財受注速報値、米４月Ｓ＆Ｐケースシラー住宅価格指数、米４月

住宅価格指数、米６月消費者信頼感指数、米５月新築住宅販売件数、２９日に日本５月

小売業販売額、米第１四半期ＧＤＰ確報値、米新規失業保険申請件数、３０日に日本５

月雇用統計、日本５月有効求人倍率、日本５月鉱工業生産指数、米５月個人所得・個人

支出、米５月個人消費支出（ＰＣＥ）デフレータ、米６月シカゴ購買部協会景気指数、

米６月ミシガン大学消費者信頼感指数確報値などがある。

　　

【ユーロドルは一段と上値を追う展開か】

　ユーロドルは１５日の欧州中央銀行（ＥＣＢ）理事会やラガルド総裁の記者会見を経

て、１．０９００台に乗せて１．０９５０近辺まで上昇した。その後は急激な上昇の反

動から足踏みしていたものの、２１日のパウエルＦＲＢ議長が議会証言で緩やかな利上

げを示唆したことやＥＣＢの利上げ継続姿勢から、ユーロ買いドル売りの動きが進ん

で、ユーロドルは１．０９９０台まで上値を伸ばした。２２日には１．１０００台に一

時乗せた。

　　

　ＥＣＢによる利上げ継続姿勢は、ＦＲＢよりも強いとみられ、ユーロはドルに対して

相対的に強い動きが見込まれる。ユーロドルは１．１０００ドル超の水準では節目達成

感から売り圧力が強まる可能性があるものの、一段と上値を追う展開となりそうだ。ユ

ーロドルの目先の予想レンジは、１．０８５０～１．１２００ドル。



　　

　日米以外の今後の経済指標やイベントは、２６日に独６月ＩＦＯ景況感指数、２７日

にカナダ５月消費者物価指数、２８日に豪５月消費者物価指数、２９日に豪５月小売売

上高、独６月消費者物価指数、３０日に中国６月製造業ＰＭＩ・サービス業ＰＭＩ、英

第１四半期ＧＤＰ確報値、スイス５月小売売上高、スイス６月ＫＯＦ先行指数、独６月

雇用統計、ユーロ圏５月雇用統計、ユーロ圏６月消費者物価指数などがある。
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